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アガルートアカデミー 司法書士講座 

平成３０年本試験直前期公開セミナー 

≪アガルートが贈る YouTube 出陣式≫ 

 

 

平成２９年１月１日以降の試験範囲内の通達全紹介 

アガルートアカデミー司法書士講座講師 司法書士 浅野勇貴 

 

 

 

●平 29.3.17 民商 41（商業） 

「株式会社の発起設立の登記の申請書に添付すべき会社法第３４条第

１項の規定による払込みがあったことを証する書面の一部として払込

取扱機関における口座の預金通帳の写しを添付する場合における当該

預金通帳の口座名義人の範囲について」 

 

Ｑ これは何？ 

Ａ 設立登記の申請書に預金口座の写しを添付しますが、その預金口

座の名義人が必ず発起人でなければならないのか疑義がありました。 

 

 預金通帳の口座名義人は、発起人のほか、設立時取締役であっても

差し支えない。払込みがあったことを証する書面として、設立時取締

役が口座名義人である預金通帳の写しを合綴したものが添付されてい

る場合には、発起人が当該設立時取締役に対して払込金の受領権限を

委任したことを明らかにする書面を併せて添付することを要する。 

 

 

●平 29.3.23 民二 175（不動産） 

「被相続人の同一性を証する情報として住民票の写し等が提供された

場合における相続による所有権の移転の登記の可否について」 
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Ｑ これは何？ 

Ａ 本籍と住所は別物であるところ、相続登記において、登記記録上

の被相続人の住所と、相続を証する情報（戸籍謄本等）上の被相続人

の本籍が異なる場合、どのように同一性を確認すべきか疑義がありま

した。 

 

 相続による所有権移転登記の申請において、所有権登記名義人であ

る被相続人の登記記録上の住所が、戸籍謄本に記載された本籍と異な

る場合、相続を証する市区町村長が職務上作成した情報の一部として、

住民票の写し（本籍及び登記記録上の住所の記載あり）、戸籍の附票の

写し（登記記録上の住所の記載あり）又は所有権に関する被相続人名

義の登記済証の提供があれば、不在籍証明書及び不在住証明書等の提

供を求めることなく、被相続人の同一性を確認することができる。 

 

 

●平 29.3.30 民二 237（不動産） 

「数次相続が生じている場合において最終的な遺産分割協議の結果の

みが記載された遺産分割協議書を添付してされた相続による所有権移

転の登記の可否について」 

 

Ｑ これは何？ 

Ａ 三次相続が発生し、登記名義人の子の子の子が不動産を相続する

ことのみが記載された遺産分割協議書を添付して、登記名義人からそ

の子の子の子に直接所有権を移転する登記申請がされました。 

 

 甲不動産の登記名義人Ａが死亡し、その相続人はＢＣである。Ｂが

死亡し、その相続人はＤＥである。Ｃが死亡し、その相続人はＦＧで

ある。Ｄが死亡し、その相続人はＨＩである。この場合、Ａ名義の甲

不動産をＨが相続した旨の遺産分割協議書を登記原因証明情報の一部
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とし、「年月日（Ａ死亡日）Ｂ相続、年月日（Ｂ死亡日）Ｄ相続、年月

日（Ｄ死亡日）相続」を登記原因とするＨへの所有権移転登記の申請

は１件で行うことができる。 

 当該遺産分割協議書の記載を合理的に推認すれば、①第一次相続の

相続人の地位を承継したＥＦＧＨＩによりＢに不動産を承継させる合

意、②Ｂを被相続人とする第二次相続の相続人Ｅ及び相続人の地位を

承継したＨＩによりＤに不動産を承継させる合意、③Ｄを被相続人と

する第三次相続の相続人ＨＩによりＨに不動産を承継させる合意をす

べて包含するものと解されるからである。 

 

 

●平 29.4.17 民二 292（不動産） 

「不動産登記規則の一部を改正する省令の施行に伴う不動産登記事務

等の取扱いについて」 

 

Ｑ これは何？ 

Ａ 法定相続情報証明制度を創設した「不動産登記規則の一部を改正

する省令」が、平成２９年５月２９日から施行されることに伴い、い

わゆる施行通達が発出されたものです。 

 

 法定相続情報証明制度については、それだけで不動産登記法の１単

元を構成する大きな話題ですので、一先例として紹介するには紙面も

時間も足りません。今年の合格を目指している方は、法定相続情報証

明制度を紹介しているインプット教材をお持ちのはずです。どうして

も資料がない方は、法務局の公式サイトをご覧ください。なお、今春

の一部改正については、後述する平 30.3.29 民二 166 で紹介します。 

 

 

●平 29.5.17 民商 83（供託） 

「不動産登記規則の一部改正に伴う供託事務の取扱いについて」 

http://houmukyoku.moj.go.jp/homu/page7_000014.html
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Ｑ これは何？ 

Ａ 法定相続情報証明制度が、供託にも少し影響しました。 

 

 法定相続情報一覧図の写しについては、相続人が供託物払渡請求を

する場合に添付すべき書面のうち、相続があったことを証する市町村

長その他の公務員が職務上作成した書面として取り扱うことができる。 

 

 

●平 29.5.18 民商 84（商業） 

「不動産登記規則の一部改正に伴う商業・法人登記事務の取扱いにつ

いて」 

 

Ｑ これは何？ 

Ａ 法定相続情報証明制度が、商業登記にも少し影響しました。 

 

 法定相続情報一覧図の写しについては、商業登記申請の添付書面の

うち、相続があったことを証する市町村長その他の公務員が職務上作

成した書面（商号の相続による変更の登記（商登 30Ⅲ）などで必要）

及び役員等の死亡を証する書面として取り扱うことができる。 

 

 

●平 29.7.6 民商 111（商業） 

「管轄外への本店移転の登記申請があった場合における登記すべき事

項の取扱いについて」 

 

Ｑ これは何？ 

Ａ 管轄外への本店移転登記の登記すべき事項の記載をシンプルにし

たものです。 
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 本店を他の登記所の管轄区域内に移転した場合の新所在地における

登記の申請において、申請書に記載すべき「登記すべき事項」につい

ては、商業登記法５３条に規定する事項（「会社の成立年月日」を除く）

を除き、「別添登記事項証明書のとおり」と記載し、当該登記事項証明

書と申請書とを契印する取扱いをしているが、旧所在地で直前にされ

た登記申請が登記事項証明書の記載内容に反映されていないため、こ

の取扱いによることができない事案が多くみられる。 

 新所在地における登記申請は、旧所在地を管轄する登記所を経由し

なければならず、申請人の会社法人等番号は新所在地を管轄する登記

所の登記官においても明らかなので、新所在地における登記の申請書

には「登記すべき事項」として５３条に規定する事項（「会社の成立年

月日」を除く）の記載があれば足り、その他の事項を省略しても差し

支えない。 

 

 

●平 30.2.8 民商 19（商業） 

「『登記・法人設立等関係手続の簡素化・迅速化に向けたアクションプ

ラン』に基づく会社の設立登記の優先処理について」 

 

Ｑ これは何？ 

Ａ 起業を促進するために、設立登記を他の登記よりも優先させ、早

く処理をすることにしたものです。 

 

 株式会社・合同会社の設立登記（新設合併・新設分割・株式移転を

含む）を対象に、ファストトラック化（優先処理）に取り組むものと

する。補正が必要な場合を除き、書面申請の場合は申請受付日の翌日

から、オンライン申請の場合には添付書面の全部が登記所に到達した

日の翌日から起算して、原則として３日以内に登記を完了するものと

する。 
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●平 30.2.27 民商 26（商業） 

「法人名の振り仮名を国税庁法人番号公表サイトにおいて公表するた

めの商業・法人登記事務の取扱いについて」 

 

Ｑ これは何？ 

Ａ 商業登記の申請書の商号の項目に、商号のフリガナを付けること

になりました。 

 

 登記申請書には、法人名の振り仮名の記載を求めるものとする。法

人名の振り仮名は、会社又は法人の種類を表す部分を除いた商号又は

名称の読みを片仮名で記載するものとする。 

 

 

●平 30.3.16 民二 137（不動産） 

「異順位の共同相続人の間で相続分の譲渡がされた後に遺産分割協議

が行われた場合における所有権の移転の登記の可否について」 

 

Ｑ これは何？ 

Ａ 数次相続が発生したとき、中間相続が単独相続である場合は当該

相続を省略して相続による所有権移転登記をすることができますが、

「中間相続が単独相続である場合」についての新たな見解が出された

ものです。 

 

 甲不動産の所有権登記名義人Ａが死亡し、その相続人ＢＣＤによる

遺産分割協議が未了のまま、さらにＤが死亡し、その相続人がＥＦで

あった場合において、ＢＣがＥＦに対してそれぞれの相続分を譲渡し

た上で、ＥＦ間において遺産分割協議をし、Ｅが単独で甲不動産を取

得することとしたとして、Ｅから登記原因証明情報として相続分譲渡

証明書・遺産分割協議書を提供して、「年月日（Ａ死亡日）Ｄ相続 年
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月日（Ｄ死亡日）相続」を登記原因として、甲不動産についてＡから

Ｅへの所有権移転登記の申請があったときは、中間相続が単独相続で

あったことになるから、当該申請に基づく登記をすることができる。 

 

 

●平 30.3.29 民二 166（不動産） 

「法定相続情報証明制度に関する事務の取扱いの一部改正について」 

 

Ｑ これは何？ 

Ａ 法定相続情報証明制度の運用を一部改正するものです。 

 

① 相続人の住所が記載されているときは、当該相続人の住所証明情

報として取り扱える。 

② 続柄の表記は、戸籍に記載される表記である「妻・長男・養子」と

記載する。「配偶者・子」でも差し支えない。 

③ 被相続人の最後の本籍を記載することができる。 

→それまでは、本籍については何も言及しておらず、書いてあ

っても削除する必要はないという運用をしていました。 
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司法書士 浅野勇貴 
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